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第 3 章 
 

不平等・貧困計測の経済学 
 
 

１． はじめに 

 
 所得格差の問題は 1990 年代後半から 2000 年代前半にかけて大いに議論された。

その議論の発端になった橘木（1998、2006）では 1980 年代以後、日本の所得分配

は不平等化していることを「所得再分配調査」を用いて示している。 
 橘木の見立てでは、不平等の原因として、失業の増加、非正規雇用の増加、賃金

決定の分権化、税の再分配効果の低下、社会保険料の逆進性、高齢化、単身家計

の増加などを挙げていた。また、不平等が増加する中で、貧困の拡大と階層の固定

化が進行しているという議論を展開している。 
大竹(2005)では(1)高齢化と単身世帯・二人世帯が増加したことが不平等拡大の

主因であり、勤労世帯間での所得格差が広範に見られる、いわゆる格差社会が訪れ

たとは言えないこと、(2)同一年齢内所得格差は高齢者ほど大きく、高齢者内での所

得再分配政策を考える必要があること、(3)賃金格差はアメリカに見られるようには拡

大していないこと、を示すことによって、橘木の議論に修正を迫った。 
大竹ではあまり議論されていないが、若者の中には定職に就けずに、フリーターに

なり、さらには家庭内に引きこもる者も少なくないことから、若年者内での不平等の増

加が見られることも事実であろう。これらの現象が統計的に有意に観察されるまでに

はまだ時間がかかるかもしれないが、彼らが高齢者になった時に見出されるであろう

所得格差を考えたときには、現時点で何らかの若年者雇用支援政策を導入する必要

があることは政策担当者やその分野の研究者の間では合意されていることである。 
 
 言うまでもないことだが、日本における不平等や貧困の問題は 1980 年代に急に意

識されだしたものではない。横山源之助（1949）や河上肇（1947）の著作に見られる

ように明治、大正の時代より大いに関心を引いてきた課題であった。 
 第二次世界大戦後、財閥解体や農地解放、華族制度廃止など戦前の支配勢力の

経済力は大きく縮小していった。それに代わって台頭してきた新興勢力もあったが、

1960 年代までは、かなり貧しくも平等な社会であったと言える。 
世界の学界では、Atkinson（1970）and Sen（1976）によって不平等と貧困が理論

的に比較可能な形で提示され、この分野の研究が本格的に始まった。日本でもその

影響を直接に受けた世代から、青木（1979）、高山（1980）、石川(1991、1999)、橘木

（1998、2006）らの研究が生まれてきている。 
ところで、Atkinosn(1970)や Sen(1976)の指標からすでに 36－42 年を経ているが、
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新たな指標が次々に開発されている訳ではない。本章でサーベイするように主要な

理論的、概念的研究は 1980 年代までに出尽くしている感がある。しかし、それは不

平等や貧困に関心が無くなったということではなく、より現実的に不平等や貧困の原

因を探り、それを削減することに関心が移ってきたと考えるべきであろう1。また、コン

ピュータの計算能力の飛躍的増加と家計ミクロデータが利用可能になることによって、

様々な実証研究が容易にできるようになった。そしてグローバル化と国際的な援助協

力の進展のおかげで、われわれは以前よりはるかに多様な個々人の経済状況を知り、

それをデータとして分析することが可能になった。 
しかし Banerjee and Duflo (2011)が論じているように、一つの理論や政策で全員

の不平等や貧困の問題が解決できないことは明らかである。われわれがすべきこと

は貧困者の生活の実態や選択の論理を理解すること、そしてそれらを実証的に分析

すること、それらの知見を蓄積し、多くの人の間で共有し、さらに再試験することだろう。

そうして初めて、貧困者の実態や貧困の罠のメカニズムが理解できるようになるだろ

う。 
 では日本における不平等や貧困の問題をどう捉えればいいだろうか。横山（1949）

では明治時代の最貧層の生活が描かれているが、それは現在の発展途上国の貧困

の実態とほぼ同じレベルか、あるいはそれ以下の姿である。しかし、現在ではそのよ

うな極貧層は日本にはほとんどいなくなったと言えよう。すなわち、絶対的貧困はある

程度解消されていると考えられる。ところが、本章でも用いるように貧困率を相対的な

ものとみて計測する限り、不平等や貧困は、社会が続く限り残る。どのような状態に

達すれば不平等や貧困の問題から社会は解放されたと言えるのであろうか。 
図 3－1 は『家計調査』の 2002 年 1 月から 2011 年 4 月までのデータに含まれて

いる名目年間収入（万円）を対数をとってヒストグラムとして描いたものである。ここで

はデータに含まれている全てのデータを使っており、何の恣意性も加えていない。図

から明らかなように、日本の家計所得はほぼ対数正規分布に従っていると言えそうで

ある。図 3－2 は同じデータを年ごとのヒストグラムで表したものである。 
 図 3－3 は同じデータを消費者物価指数で実質化し、また世帯員数の平方根を簡便

な等価尺度として使い、実質等価年収を計算したものを対数とをとり、ヒストグラムと

して描いたものである。これも基本的には対数正規分布に従っているように見える。

図 3－4 は同じデータを年ごとのヒストグラムで表したものである。 
 ここで、明らかなことは、『家計調査』が日本の家計の実態をある程度正確に把握で

きているとすれば、日本の所得分布の中心部分の形状は基本的には対数正規分布

に従っており、特別な歪みや不連続性が所得分布の中に見られる訳ではないという

ことである。より厳密に統計を調べれば、裾野部分における分布はパレート分布に近

いことが知られており、1 つの分布型で全てが説明できるということではないが、所得

分布の全体像を考える上では対数正規分布をベンチマークとして使うことが出来るの

ではないだろうか2。 

                                            
1 例えば、Banerjee and Duflo (2011)は世界の貧困問題の具体実践的な解決方法について論じ

ている。 
2 Roy（1951）では、各種の能力が正規分布に従っており、それらが互いに無相関であれば、多
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 日本の相対的貧困率は OECD 基準で比較すると 2000 年代半ばには、15.7％で、

メキシコの 18.4％、トルコの 17.5％、米国の 17.1％に次いで 4 番目に貧困率が高い

とされている（OECD 加盟国の平均は 10.6％）。しかし、この数字や OECD のランキ

ングはわれわれの実感には合わない。少し前の数字として橘木(1998、p.32)に掲載

されている表 1.6「OECD 諸国における相対的貧困率」を見ると、日本の数値は 1984
年 7.3%、1989 年 7.5%、1994 年 8.1%となっており、とりわけ貧困率が高い国とは記

録されていない3。1995 年以後、OECD で報告される日本の相対的貧困率の数字が

急速に悪化したのは基礎となる統計として『社会生活基礎調査』（厚生労働省）を使う

ようになってからである4。 
 一概に不平等・貧困計測といっても使用する統計によって、数字がかなり違ってくる

ことには気を付ける必要がある。これはそれぞれの統計が違った目的で、違った標本

設計に基づき、違った調査方法で行われているためであり、同じ定義の統計を同じ国

のデータについて計算しても、出てくる数値はかなり違ったものになる。 
 

２． 不平等の計測 

  
 本節での主たる目的は税の所得再分配機能を評価する上で必要な不平等指標の

定義およびその理論的背景を紹介することにある。しかし、より広い意味で、所得格

差をどう考えるのか、どのように修正すればいいのかということも考えてみたい。 
 初期の不平等分析は、不平等指標を計算して、それを時系列、クロスセクション、ク

ロスカントリーで比較するということに用いられることが多かった。現在では、それぞ

れの所得分布のポジションにおける個人や家計の属性がどのように変わるのか、あ

るいは部分的なポジションの入れ替わりが社会的厚生を改善するのかといった、より

きめの細かな議論が出来るようになってきている。 
 
 青木（1979）で論じられているように、不平等を考える際に以下の 3 つの原理に基

づいて判断することが便利である。 
(1) ピグー・ドールトンの移転原理：相対的高所得者から相対的低所得者への、所得

                                                                                                                                
変量の正規分布を集積した所得分布は対数正規分布に従うことを示して、所得が対数正規分布

となることの理論的基礎を与えた。Roy モデルとして知られるこの考え方は、労働経済学で広く使

われている。 
3 橘木(1998)の OECD の相対的貧困率の数値は『全国消費実態調査』から計算されたものだと

推察できる。この水準は本章での数字と近い。 
4 OECD で他国の使用している統計を調べたところ、『家計調査』系の統計を使っている国、『社

会生活基礎調査』系の統計を使っている国、『国勢調査』系の統計を使っている国、パネル調査

系の統計を使っている国など多様であり、とても同一の標本設計で調査された統計を用いた比較

にはなっていないことがわかった。各国の統計数字の時系列的な変化を見ることは意味があるが、

国際比較でランキングをすることは、この枠組みでは無意味である。 
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順位を逆転させることのない所得移転によって、不平等度は減少する5。 
(2) 相対的不平等度回避の逓増、不変、逓減の原理：各人の所得を比例的にθ倍だ

け増大させたとすると、θ当たりの不平等度の増加ሼܫሺݔߠሻ െ 、をとりߠ/ሻሽݔሺܫ

ߠ → 0とした時の極限値が正、0、負となるに応じて相対的不平等度回避が逓増、

不変、逓減するという6。 
(3) 絶対的不平等回避度逓減、不変の原理：各人の所得を等絶対額θだけ増加させ

たとする。θ当たりの不平等度の増分ሼܫሺݔ  ሻߠ െ ߠ、をとりߠ/ሻሽݔሺܫ → 0とした時

の極限値が負、0 となるに応じて絶対的不平等回避度逓減、不変であるという7。 
 
これらの 3 原理を基準にしながら、本研究で用いる不平等指標を見て行こう8。 

 
は所得、μは平均所得、݊は人口（家計数）を表す時、分散は次のように定義されݕ

る。この指標はピグー・ドールトンの移転原理を満たし、相対的不平等回避度は逓増、

絶対的不平等回避度は不変である。 
 

ܸ ൌ ଵ


∑ ሺݕ െ ሻଶߤ
ୀଵ            (1) 

 
分散の問題点は、平均所得の水準に依存するために、平均所得の異なる状況の

不平等度の比較には向いていないことである。 
 

標準偏差 (σ )の平均 (μ )に対する比率である変動係数（CV：coefficient of 
variation）は、分散の平均所得への依存を回避している。ピグー・ドールトンの移転原

理を満たし、相対的不平等回避度は不変、絶対的不平等回避度は逓減である。 
 

ܸܥ ൌ ଵ

ఓ
ටଵ


ݕሺߑ	 െ ሻଶߤ ൌ ఙ

ఓ
          (2) 

 
変動係数を二乗したものを平方変動係数（SCV: squared coefficient of variation）

と呼び、これも格差指標として用いられることがある。この指標はピグー・ドールトンの

移転原理は満たし、相対的不平等回避度は不変、絶対的不平等回避度は変動係数

                                            
5 これはローレンツ準順序による所得分配の順序づけと同値であることが Rothschild and 
Stiglitz(1970)で証明されている。 
6 相対的不平等回避度が不変であるとは、平等性に関する評価が絶対水準には依存しないこと

を意味しており、平均独立であるという。また、ドールトンは相対的不平等回避度逓減を所得の等

比例的付加の原理と呼んでいる。 
7 ドールトンは絶対的不平等回避度逓減を所得の等量付加の原理と呼んでいる。後に見るように

Atkinson(1970)が不平等回避度の概念を使っているが、ここでの概念とは違うことに注意された

い。 
8 各種の不平等指標あるいは格差指標に関する説明は、Sen(1973)、青木(1979)、高山（1980）、

Champernowne and Cowell (1998)、Cowell (2011)、Lambert (2001)などを参照されたい。また、

近年の日本の実証研究については大竹（2005）、橘木・浦川（2006）、小塩（2010）などを参照。 
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と同様に逓減する。 
 

ܸܥܵ ൌ ଵ

ఓమ
ଵ


ݕሺߑ	 െ ሻଶߤ ൌ ఙమ

ఓమ
          (3) 

 
対数標準偏差（SDL：standard deviation of logarithms）は次のように定義されて

いる。Sen(1973)で不平等指標として検討されている。Sen(1973)によれば、対数をと

ることで、低所得層内での所得移転により高いウェイトを置き、また、所得の絶対数か

ら解放されることで、単位に依存しない指標となる。しかし、この指標は所得が高くな

るに従って、厚生関数の凸性を満たさなくなり、不平等指標として望ましくなくなる。  
 

ܮܦܵ ൌ ටଵ


∑ሺ݈݊ݕ െ  ሻଶ          (4)ߤ݈݊

 
この指標はピグー・ドールトンの移転原理は満たし、相対的不平等回避度は不変、

絶対的不平等回避度は変動係数と同様に逓減する。 
 

相対平均偏差(RMD: relative mean deviation)は相対的不平等回避度不変、絶対

的不平等度回避度逓減の原理を満たすが、ピグー・ドールトンの移転原理は満たし

ていない。 
 

ܦܯܴ ൌ ଵ

ఓ
ߤ|∑ െ  |           (5)ݕ

 
この相対的偏差は各所得と平均所得の差の絶対値に依存しているために、平均

所得以上（以下）の所得間での移転に対して不感応であるということが問題なのであ

る。この問題を回避する指標が次に論じるジニ係数である。実際、不平等計測で最も

多く用いられている指標がジニ係数（G: Gini coefficient）である。これは次のように定

義できる。社会が n 世帯で構成され、世帯所得がݕで与えられ、n 世帯の平均所得は

μとする。また所得は小さい順にݕଵ  ଶݕ  ଷݕ  ⋯と並べるとする。ジニ係数は次の

ように表すことができる。 
 

ܩ ൌ ଵ

ଶమఓ
ݕ|ߑߑ െ  |           (6)ݕ

 
ジニ係数は、社会を構成する任意の 2 世帯（i, j）の所得を無作為抽出して並べ、その

2世帯の所得差の絶対値の平均を計算し、その値の平均所得μに対する比率を見た

ものである。この指標では、所得分布が完全平等であれば、G は 0 となる。逆に第 n
世帯が社会の所得を独占し、その他の n-1 世帯の所得がゼロであれば、G は 1 とな

る。ジニ係数はピグー・ドールトンの移転原理を満たし、相対的不平等回避度は不変、
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絶対的不平等回避度は逓減する9。 
 ところで、このジニ係数は 1905 年にアメリカの経済学者マックス・ローレンツが発表

したローレンツ曲線からも求めることが出来る10。すなわち、ローレンツ曲線とは、世

帯を所得の低い順番に並べ、横軸に世帯の累積比をとり、縦軸に所得の累積比をと

って、世帯間の所得分布をグラフ化したものである。所得の均等分配を表す 45 度線

とローレンツ曲線とで囲まれる部分の面積の二倍がジニ係数に相当する。 
 

Theil 指標（TI）はエントロピー概念に基づく尺度で、次のように定義される。 
 

ܫܶ ൌ ଵ


ߑ ௬

ఓ
ቀ݈݊ ௬

ఓ
ቁ ൌ ଵ


ߤ∑ ln ቀଵ

ఓ
ቁ െ ሺ	lnݕ∑

ଵ

௬
ሻ                     (7) 

 
Theil(1967)は、ある事象の起こる確率の逆数の対数をその確率の比重和をエン

トロピー（期待情報価値）と呼んだ。この定義によるとエントロピーは各事象が等確率

で起こった時に最大値をとる。この確率を所得に入れ替えて、所得が完全に均等に

分配された時のエントロピーの最大値から所得のエントロピーを引けば、一つの不平

等尺度になる。これが Theil 指標である。 
Theil 指標はピグー・ドールトンの移転原理を満たし、相対的不平等回避度は不変、

絶対的不平等回避度は逓減する。 
この指標は対数の性質を利用して、様々な要因に分解することができるので便利

である。 
 
平均所得と各人の所得の比の対数値を平均値をとった平均対数偏差（MLD: 

mean log deviation）も指標として用いられることがある。この指標はピグー・ドールト

ンの移転原理を満たし、相対的不平等回避度は不変、絶対的不平等回避度は逓減

である。 
 

ܦܮܯ ൌ ଵ


lnߑ ቀఓ

௬
ቁ ൌ ߤ݈݊ െ ଵ


          (8)ݕ݈݊ߑ

 
この指標は、右辺から明らかなように、社会全体の平均所得の対数値から、各個人

の所得の対数値の平均を差し引いた値に等しい。すなわち、同じ平均所得の下でも、

所得の散らばりが大きいほど平均対数偏差の値は大きくなる。逆に、所得の散らばり

が同じでも、平均所得の水準が高いほど平均対数偏差の値は小さくなる。 
この平均対数偏差も所得格差をその社会を構成する各グループ内部の所得格差

                                            
9 ジニ係数に関して繰り返される批判として、一定の所得格差をもつ人々の間のピグー・ドールト

ン移転であっても、より小さな所得水準間の移転の方が、大きな所得水準間の移転より望ましい

という価値判断（移転効果の逓減原理）は満たさないという点がある。ジニ係数の移転効果は所

得水準ではなく、所得順位に依存しており、中位所得者間あるいは高位所得者間の移転効果の

方が低所得者間の移転効果より高く評価される可能性が高い。 
10 ローレンツ曲線の学説史的展望は木村（2004）を参照。 
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と、グループ間の所得格差に分割できる。 
 

これまで統計的な計測の方法として考えられてきた不平等指標を、社会的厚生関

数を用いて理論的に解明しようとする試みが Atkinson(1970)によって始められた。 
彼の提示した不平等指標、アトキンソン指数（AI: Atkinson Index）は次のような考え

方に基づいている。 
 まず、アトキンソンは個人が危険回避的な効用関数を持っており11、社会的厚生関

数はそれを加算したものと定義している。すなわち、アトキンソンの社会的厚生関数

は次のように定義されている。 
 

ܹ ൌ ∑ ௬
భషഄ

ଵିఌ
ߝ	݂݅							  0, ߝ ് 1୬

୧ୀଵ           (9) 

 
W ൌ ∑ ߝ	݂݅					ݕ݈݊ ൌ 1

ୀଵ          (10)
  
 
 次いでアトキンソンは、上式の社会的厚生の水準 W を維持するように、社会の構成

員全員の所得を等しくする水準、均等分配等価所得（equally distributed equivalent 
income）を決めた。それは次のように表せる。 
 

ܯ ൌ ൬
ଵ

୬
∑ ݕ

ଵିఌｎ
ୀଵ ൰

ଵ/ሺଵିఌሻ

ߝ	݂݅					  0, ߝ ് 1		       (11) 

 
ܯ ൌ ሺ∏ ݕ


ୀଵ ሻଵ/					݂݅	ߝ ൌ 1         (12) 

 
 

この M と実際に観測される平均所得（μ）を比較するというのがアトキンソン指数で

ある。具体的な式は次のように定義されている。 
 

ܫܣ ൌ 1 െ ெ

ఓ
ൌ 1 െ ଵ

ఓ
ቀଵ

Σݕ

ଵିఌቁ
ଵ/ሺଵିఌሻ

, 0 ൏ ,ߝ ߝ  ് 1       (13) 

 
この指数はピグー・ドールトンの移転原理を満たし12、相対的不平等回避度は不変、

絶対的不平等回避度は逓減する。 
εはAtkinson(1970)が不平等回避度と解釈したもので、本稿では0.５, 1.0, 1.5, 2.0

と設定して AI を計算している。ݕതは全体の平均所得である。εが大きくなるに従って、

                                            
11 アトキンソンは相対的危険回避度（ε）が所得水準に関係なく一定となる効用関数（CRRA: 

constant relative risk aversion）を想定している。 
12 ただしε＝0 の時は、ピグー・ドールトンの移転原理は満たさない。この場合は、高所得者から

低所得者への所得移転によって、社会的厚生関数が変化しないためである。 
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社会的厚生評価において、低所得者への比重が高まることを意味している。ε → ∞の

時、ロールズのマックス・ミン原理（社会の最貧層の所得を最大化する社会的厚生関

数が規定される）を表現していることになる13。 
 
 最後に、理論的な指標ではなく、純粋に統計的な不平等指標として分位中央値比

率（quantile ratio あるいは quantile median ratio）も便利で計算が簡単な指標として

よく使われる。特に、所得の最上位層や最下位層には異常なデータが含まれている

ために、あるいはそれらが識別されることを回避するためにコーディングされることが

あるが、分位の所得の割合として計算すれば、これらコーディングの影響は受けない。

ここでは中央値に対する下位 10%の所得の割合 P10/P50 および、上位 10%の割合

P90/P50 を用いるほか、P90/P10、P75/P25、P75/P50、P25/P50 なども計算した。 
 

３． 不平等の実態 

 
 これまで説明してきた不平等指標を用いて、2002年から2011年までの日本の名目

年収と実質等価年収について計測した結果を表 3-1 と表 3-2 に載せてある14。2004
年、2009 年の数値は『全国消費実態調査』の結果と近い値をとっており、日本の『家

計調査』系統計に共通する分布情報を反映しているといえる15。 
 名目平均年収は 2002 年の 650 万円から 2011 年の 585 万円まで約 65 万円低下

している。同じく実質等価年収では 2002 年の 369 万円から 2011 年の 343 万円まで

約 26 万円低下していることになる。等価尺度で調整したことを勘案しても、実質値で

の低下が名目値ほどには下がっていないのは、デフレの影響が出ているためだろう。 
 家計主の平均年齢は 2002 年の 54 歳から 2011 年の 57 歳まで 3 歳増えている。

『家計調査』の家計主平均年齢が 57 歳ということは、かなりの高齢化に達しているこ

とを意味する。女性が家計主である比率は 2002 年で 7.5%が 2011 年には 9.5%に

まで伸びている。これは夫と死別し、子どもと暮らしている高齢女性が増えているから

である。 
 不平等指標の数値は、どの指標も 2000 年代にはほぼ安定しており、名目年収で測

ろうが、実質等価年収で測ろうが、ほぼ等しい値をとっている。言うまでもないが、定

義により実質等価年収の方が絶対値は多少小さい。 
 

４． 貧困の計測 

 

                                            
13 この場合も、最貧層への所得移転でない限り、ピグー・ドールトンの移転原理は評価されない。 
14 本章では『家計調査』（総務省統計局）の個票データを用いている。当データの利用を許可して

いただいた総務省統計局に対して感謝したい。 
15 田辺・鈴木(2011)は日本における 13 種類の所得調査データを用いてジニ係数を計算している。

彼らによるとジニ係数のトレンドは所得調査の種類により大きく異なる。ちなみに、『家計調査』と

『全国消費実態調査』はジニ係数が低い値で安定している統計グループに入っている。  
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 不平等の問題を考える時に、必ず意識されるのが所得分布の下の方に位置する貧

困者の問題である。貧困者とは所得分布の最底辺にいる人々を指すとしても、正確

にどの所得以下で貧困であると決めればいいのだろうか。あるいは、貧困と非貧困の

境目を貧困線で区分したとして、貧困であるという状態をどのような統計で示すことが

適切だといえるだろうか。 
 先ず貧困線を決めるに当たっては、絶対的アプローチとして、生きていくうえで最低

限必要な食料や衣料、住居、そして医療費をもとに計算して積み上げていくという考

え方がある。最低必要な額は社会の経済発展の水準に応じて変わってくるという意

味では真に絶対的なものではあり得ないが、少なくとも、ある社会で「人前に出ても恥

ずかしくない能力」（アダム・スミスの定義）をもって貧困線とするという考え方である。

発展途上国も最近では一括して議論することは難しくなっているが、国連や世銀では、

おおよそ 1 人 1 日 1 ドル、年間 400 ドルの生活を貧困の基準として、貧困撲滅政策を

打ち出している。 
それに対して相対的アプローチというものも考えられている。これは、社会の中の

最下層に属する人々は、いかに絶対水準で「人前に出ても恥ずかしくない能力」を与

えられていたとしても、相対的には貧しいと考えることは決しておかしいことではない。

先進国では憲法に基本的な最低水準の生活を保障する条文が必ず含まれており、

その最低水準は、多くの場合、相対的なものとして描かれている。 
 また、相対的アプローチと言っても、必ずしも一元的なものではない。例えば、相対

的剥奪（relative deprivation）と平均的剥奪(average deprivation)という概念がある。

これは、社会全体の中で自分の位置が著しく低いことと貧困者の中で自分の位置が

上位にあること、どちらが貧困を計る上で重要なのかという議論である。簡単には答

えられる問題ではないが、避けて通れない問題である。 
 

Sen（1976）は貧困指標をある種の公理系として提示し、従来の貧困指標との違い

を明確化した。彼が提示した公理は（１）単調性公理（monotonicity axiom:他の条件

を所与として、貧困線以下の個人の所得が低下すれば、貧困指標は単調に増加す

る）、（２）移転公理（transfer axiom:他の条件を所与として、貧困線以下の個人から

その人より所得の高い人への純粋な所得移転は、貧困指標を増加させる）、（３）相対

的衡平性公理（relative equity axiom:i とｊのペアに対して、j の厚生が i の厚生より高

ければ、 i により高いウェイトを置く)、(4)序数的順序ウェイト公理（ordinal rank 
weights axiom:所得格差を示すウェイトは個人間の厚生比較をした場合の順位と等

しい）、（5）単調厚生公理（monotonic welfare axiom:所得 y の順位は厚生 W の順位

と す べ ての ペア に対 し て、 厳 密 に 対 応 し て いる ） 、 (6) 標 準 化 貧 困 指 標 公 理

（normalized poverty value axiom:全ての貧困者の所得が等しければ、以下で示す

ように、貧困指標は相対的貧困率と所得ギャップの積で表せる）の 6 つである。とりわ

け、Sen の指標は最後の（４）（５）（６）を満たすことを要求するものである16。 

                                            
16 橘木・浦川（2006）が論じているように、Sen は指標、貧困層の所得分配の変化に対しては反応

するが、サブグループへの分離が不可能であり、その後の拡張の一つの方向としては、貧困指標

のサブグループへの分解可能性を考慮する指標の開発にあった。もう一つの拡張は、Sen 指標で
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以下ではこれまで使われてきた貧困指標17を順に検討していきたい。貧困を示す

指標として最も一般的なものが相対的貧困率（HR: headcount ratio）である。これは、

社会全体における所得分布の中位所得の半分以下の所得層（これを社会における

貧困線：poverty line と定義する）に入る人数を全サンプル数で割った人口比率であ

る。 
 貧困線をݖ、各世帯の所得をݕ、所得分布の密度関数を݂ሺݕሻとすれば、所得を連続

数と見なせば、相対的貧困率は次のように定義できる。 
 

ܥܪ ൌ  ݂ሺݕሻ݀ݕ
௭
            (14) 

 
あるいは離散型で示せば、 
 

ܥܪ ൌ 


            (15) 

 
 。は貧困線以下の人口、݊は総人口を表すݍ
 

この指標は、社会の中で何人ぐらいが貧困線以下の生活をしているかを表したも

のであって、どれぐらい貧困かという貧困の数量的程度を表したものではない。また

この指標の拡張として貧困線のさらに半分以下に属する人数を全サンプルで割った

人口比率として極貧率（EPHC: extreme poverty headcount ratio）も計算できる。相

対的貧困率は単調性公理を満たさない。 
 
 貧困線以下にいる世帯の平均所得(ߤ)を貧困線上の所得(z)で割った数値を所得

ギャップ率（IGR: income gap ratio）と呼ぶが、これは貧困線以上に貧困世帯を引き

上げるのにどれぐらいの所得移転が必要かを捉える指標になる。 
 

ܴܩܫ ൌ
ఓ
௭

           (16) 

 
さらに、社会における貧困の変化を要因分解できる指標として、貧困ギャップ率

（PGR: poverty gap ratio）は次のように定義されている。 
 

ܴܩܲ ൌ  ቀ௭ି௬
௭
ቁ

௭
 ݂ሺݕሻ݀(17)                ݕ 

                                                                                                                                
用いられているジニ係数で計測する不平等指数に関する改善にあった。 
17 貧困指標の詳細な検討に関しては高山（1980）、橘木・浦川（2006）、Lambert (2001)、
Kakwani(1980a,b)などを参照。 
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この指標は次のようにサブグループに関する貧困指標の加重平均として表現でき

る。 
 

ܲሺݕ; ሻݖ ൌ ∑ ೖ


ܲሺݕ; ሻݖ

ୀଵ           (18) 

 

ここで、ܲሺݕ; ሻݖ ൌ ሺ௭ି௬
௬
ሻは母集団の貧困レベル、ܲሺݕ; ሻݖ ൌ ሺ௭ି௬

ೖ

௬ೖ
ሻは第݇グループの

貧困レベル、݊は母集団数、݊は第݇グループに属する個人（世帯）数を表している。 

橘木・浦川（2006、p.67）によれば、この指標における貧困レベルܲሺݕ; ሻݖ ൌ ሺ௭ି௬
௬
ሻ

は貧困線と自分の所得とのギャップから生じる喪失感を示した関数であり、彼らはこ

れを喪失感関数（deprivation function）と呼んでいる。この指標は貧困の頻度と強度

を両方考慮した指標であるが、移転公理は満たさない。 
 
 以下では単調性公理と移転公理を満たす分配感応的な貧困指標を紹介する。

Watts 指標（Watts, 1968）は所得が非常に低い極貧層の貧困ギャップに対して敏感

に反応する指標である。この指標の貧困線(z)を平均所得（μ）、貧困層の数ݍを母集

団全体の数݊に置き換えると、Theil の不平等指標に一致する。 
 

ܲௐ௧௧௦ሺݔ; ሻݖ ൌ  ሺ݈݊ݖ െ ݕሻ݀ݕሻ݂ሺݕ݈݊
௭
          (19) 

 
 PRG を Foster, Greer and Thorbecke (1984)が一般化して提案したのが FGT 指

標である。 
 

ܲிீ்ሺߛሻ ൌ  ቀ௭ି௬
௭
ቁ
ఊ
݂ሺݕሻ݀ݕ			ߛ  0

௭
          (20) 

 
 ここで、γ は貧困回避度（aversion	to	poverty）を表している。すなわち、γ＝0 であれ

ば、相対的貧困率（HC）、γ＝１であれば、貧困ギャップ率（PGR）になる。γ›１の時、

移転公理を満たす。さらに、γ›2 の時、移転感応公理（transfer	sensitivity	axiom：同

じ額の所得移転でも、より低所得の個人からの移転に対しては貧困指標が高くなる）

が満たされる。このようにパラメータγの値が高くなるにつれて、貧困層内の所得分

配の変化に反応する程度が強まることを意味している。実際の計測ではパラメータγ

を｛0.5,	1.5,	2.0,	2.5,	3.0,	3.5,	4.0,	4.5,	5.0｝の 9 種類用いている。	
 
 不平等指標に関して Atkinson(1970)が革命的なアイディアを提示したこと受けて、

Sen（1976）は公理論に基づく貧困指標を初めて提示し、貧困指標の考え方を一変さ

せた。 
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 Sen は先に論じた単調性公理と移転公理の重要性を指摘しつつ、その際に、功利

主義的に、効用の基数性や異人間の効用比較可能性の仮定は用いずに、序数的な

順序付けだけで貧困指標を構築しようとした。そこで用いたのが相対的衡平性公理

（relative equity axiom）と序数的順序ウェイト公理（ordinal rank weights）である。 
 これらの公理を満たす貧困指数が Sen 指標である。 
 

ܲௌ ൌ ܥܪ ቂܴܩܫ  ሺ1 െ ሻܴܩܫ ቄ1 െ ܩ ቂ


ଵା
ቃቅቃ        (21) 

→ ܴܩܫൣܥܪ  ሺ1 െ ݍ	ݏܽ	൧ܩሻܴܩܫ → ∞         (22) 

 
Gp は貧困者内の所得分配のジニ係数を表している。Sen 指標は基本的に貧困率、

貧困ギャップ率、貧困層内の所得分配のジニ係数をかけ合わせたものである18。平

均所得μが上がれば、Sen 指標は低下する。また、すべての貧困者の所得が等しく

なれば Sen 指標はܲௌாே ൌ ܥܪ ∙  。となる（標準化貧困指標公理）ܴܩܫ
 
 Sen の指標はその後、いくつかの問題点が指摘され、拡張が試みられた。 
Kakwani(1980a)は Sen 指標が序数的ウェイトを使っていることに関して、貧困者間

の移転に対してジニ係数は感応的でないことを理由に、Sen の序数的ウェイトに、任

意のべき乗݇ሺ 1ሻを掛けることを提案した。これによって Sen 指標はより大きな貧困

ギャップ間での移転に対して反応することになった19。Thon（1979）は序数ウェイトの

問題を様々な所得移転に対する指標の感応性の枠組みで検討して、次のような指数

を提案した。 
 

்ܲ ൌ ଶ

ሺାଵሻ௭
∑ ݃ሺ݊  1 െ ݅ሻ
ୀଵ          (23) 

 
ここで݃ ൌ ݖ െ すなわち貧困ギャップである。これはݕ Sen 指標の導出過程で出てく

る式（Sen, 1976, p.224, (15)式）とほぼ同じだが、最初の分数の分母がሺݍ  1ሻ݊ݖと
なっている点が違う。 
 Takayama（1979）は貧困指標において、貧困線以上の所得を得ている人々の存在

が、社会的剥奪あるいは相対的剥奪に全く影響を与えていないという問題点を指摘

した。すなわち、Sen 指標において用いられている、貧困層内の所得分配の代わりに、

貧困線以上の所得は貧困線と等しくするように置換した(ݕ
∗ ൌ ݕ	if		ݖ  上からの、(ݖ

打ち切り（censored）所得分配を考えた。 
 
                                            
18 Clark, Hemming and Ulph (1981, p.519)で指摘されているように、Sen 指標は貧困者内の所得分

配を表すジニ係数を、貧困者内の貧困ギャップのジニ係数に置き換えることも可能である。 
19 これはジニ係数が 2 種類の所得分配が交差する場合に同じ値になっても、どちらの分配が望

ましいかが判断できない問題と直接かかわる欠点であり、Kakwani(1980a)の提案はそれを回避

するための手段である。 



 13

்ܲ௬ ൌ ሾሺ1ܥܪ െ ܴܩܫሻߦ  ߦ				,ሿܩߦ ൌ 1 െ ሺ1 െ ሻܥܪ ௭
௬ത
       (24) 

 
ここで、ݕതは上からの打切り所得分配の平均、Ｇは貧困層内の所得分配のジニ係数

である。Takayama 指標は、実際には、上からの打切り所得分配のジニ係数

 。と等しいことを意味している（௦ௗܩ）
 
்ܲ௬ ൌ  ௦ௗ           (25)ܩ
 
Sen 指標が多数の貧困者が存在する下での指標であったのに対して、Takayama 指

標は先進国の貧困をより強く意識し、相対的剥奪という側面をより強調したものにな

っている20。以下で紹介する Clark, Hemming and Ulph (1981)は Takayama(1979)
をさらに拡張したものである。 
 
Clark, Hemming and Ulph (1981)は個人所得に関して社会的評価（損失）関数を

次のように定義している。 
 

ሻݕሺݑ ൌ ቀଵ
ఉ
ቁ ሾmin	ሺݖ, ߚ				,ሻሿఉݕ  1         (26) 

 
この定式化では、貧困線以上の所得はすべて貧困線と等しいと考えることを意味し、

所得分布が貧困線で切断（truncated）された形になっている。またβは不平等回避

度を表すパラメータである。 
 
次いで、ベンサム型社会的厚生関数を定義する。 
 

w൫࢟, ,ݖ ൯ߚ ൌ ݅				,ሻݕሺݑ ൌ 1,2, … ݊


 

ൌ ቀଵ
ஒ
ቁ∑ ݕ

ఉ  ቂି
ఉ
ቃ ఉݖ , ݅ ൌ 1,2, …  (27)        ݍ

 
を∗ݕ Atkinson(1970)が導入した均等分配等価所得（全世帯に関する）であるとすると、

次のように表現できる。 
 

ቀ୬
ஒ
ቁ ఉ∗ݕ ൌ ቀ

ఉ
ቁ ݕ

∗ఉ  ሾሺ݊ െ  ఉ         (28)ݖሿߚ/ሻݍ

                                            
20 Takayama 指標は Sen の Normilisation 公理(基準化公理)を満たさない。これは、貧困者の所得

が等しくなれば、Sen の貧困指標は HC·IGR となり、所得分配問題は無くなることを意味しているが、

Takayama は社会全体での貧困者の相対的な位置を考えれば分配問題が消滅することはないと

いう立場をとっている。 
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ここでy୮∗は貧困線以下の世帯に対する均等分配等価所得を表す。これを整理して書

き直すと次のようになる。 
 

∗ݕ ൌ ቄൣܥܪሺ1 െ ത൧ݕሻܫܣ
ఉ
 ఉሺ1ݖ െ ሻቅܥܪ

ଵ/ఉ
        (29) 

 
ここでAI ൌ 1 െ ሺݕ∗/ݕതሻは貧困線以下の世帯に対する Atkinson 不平等指標を表して

いる。Clark, Hemming and Ulph (1981)はこれらの情報を用いて次のような貧困指

標を提案した。 
 

ܲுሺߚሻ＝１－ ቀ௬
∗


ቁ ൌ 1 െ ൛ܥܪሾሺ1 െ ሻሺ1ܫܣ െ ሻሿఉܫ  ሺ1 െ ሻൟܥܪ

ଵ/ఉ
      (30) 

 
この指標は、貧困線以下の世帯に対する均等分配等価所得と貧困線の比率を見て

いるが、もし、均等分配等価所得が貧困線と等しければ、貧困はないことを示唆する

ものである。CHU 指標のパラメータβは｛0.10, 0.25, 0.50, 0.75, 0.90｝の 5 種類につ

いて計算している。 
 

５． 貧困の実態 

 
 これまで説明してきた貧困指標を用いて、2002年から2011年までの日本の名目年

収と実質等価年収について計測した結果を表 3-3 と表 3-4 に載せてある。2004 年、

2009 年の数値は『全国消費実態調査』の結果と近い値をとっており、日本の『家計調

査』系統計に見られる分布情報を反映しているといえる。 
 分布全体の基本統計は表 3-1 と表 3-2 と同じである。家計属性について見ておこう。

家計主年齢は名目年収では 2002 年の 60 歳から 2011 年の 63 歳と極めて高いこと

がわかる。実質等価年収ではすこし若くなり 2002 年の 56 歳から 2011 年の 59 歳ま

で増えている。しかし、これでも全体の平均世帯主年齢から見ると高くなっている。こ

のことは、明らかに、貧困が高齢者に集中していることを意味している。 
 家計構成員は名目年収で 2.5 人、実質等価年収で 3.1 人とほぼ安定している。女性

家計主の比率は名目年収で 2002 年に 23%であったのが 2011 年には 28%にまで

伸びている21。実質等価年収では 2002 年に 23%が 2011 年には 27%とこれも増え

ている。分布全体の女性比率が 10%弱であったことを考えると、貧困が女性に集中し

ていることがわかる。 
 さらに、勤労者数について見ると、名目年収でほぼ 0.9 人程度、実質等価年収で

1.1 人程度である。15 歳以下数は名目年収で 0.3 人程度であり、実質等価年収では

                                            
21 わが国の母子家庭の母親の 80%以上が就労しているにも関わらず、58%が貧困線以下にあ

ると言われている。 
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0.7 人と多少多くなっている。逆に 65 歳以上数は名目年収で 0.9 人程度であるのに

対して実質等価年収では 0.7 人程度である。 
 負債保有率は名目年収でほぼ 19%程度と安定している、実質等価年収では 24%
程度と少し高くなっている。 
 
 名目年収と実質等価年収を分けているのは、貧困線である。前者の場合は家計総

年収であり、2002 年の 287 万円から 2011 年の 252 万円まで約 35 万円低下してい

る。後者の場合は実質等価尺度で測った一人当たり年収であり、2002 年で 162 万円

から 2011 年の 148 万円まで 14 万円ほど低下している。 
 各種の貧困指標について見ると、相対的貧困率（HC）は名目年収で 2002 年の

10%から 2011 年の 7.9%まで多少の上下はあるが、基本的には低下してきている。

実質等価年収でも 2002 年の 8.3%から 2011 年の 6.7%までこれも多少の上下はあ

るものの基本的には低下基調にある。この数字は、生活保護受給者が戦後最高に達

し、それがさらに拡大しているという議論とどう対応づければいいのだろうか。これに

関しては、われわれは、貧困線以下に入る人の属性が変化し、いざという時のための

資産の備えのない家計、真の意味での貧困者が貧困線以下の層で増えているので

はないかと考えている。 
また、貧困線の半分以下の所得しかない家計の人口比率を表す極貧率は名目年

収で 2002 年には 0.9%が 2011 年には 0.5%にまで低下している。実質等価年収で

はさらに少なく、2002 年には 0.6%が 2011 年には 0.3%となっている。実際に貧困線

の半分とは、2011 年については名目所得で 126 万円、実質等価所得で 74 万円であ

る。この所得で現在の日本で生きていくことは極めて難しく、実際にこの水準の所得

で暮らしている人は 0.5%以下という数字は妥当であろう。 
その他の貧困指標でも傾向は同じで、2002 年から多少の上下はあるが 2011 年に

かけて徐々に改善されていることがわかる。 
 ここでの計測の結果をまとめると、女性世帯家計と高齢者世帯に貧困が集中してい

るということである。また、単身女性高齢者が貧困に陥った場合には生活保護申請は

受理されやすく、そのことが生活保護者の増加につながっていると判断できる。 
 

６． 貧困削減のための諸政策 

 

 貧困削減のためには何をすればいいのだろうか。われわれは貧困という状態への

移行という観点から次の 3 つの分類をした。 

 

(1) 貧困に陥らないための政策 

貧困という状態に陥らないためには、基本的には雇用が安定していることが大切で

ある。その際、最低所得保障制度の一環として最低賃金制度がある22。最低賃金制

度は 2007 年に改正され、セーフティーネットとしての最低賃金という考え方が確認さ

                                            
22 最低所得保障制度の全体像については駒村(2010)を参照。 
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れ、最低賃金水準が生活保護の水準以下とならないように整合性を図るという要請

がなされた。最低賃金の引き上げは若年労働者の雇用機会を奪う可能性があるなど、

副次的な負の効果も指摘されているが、ワーキング・プアーといわれる低賃金労働者

が働きながら、貧困に陥っているという状況は、最低賃金制度で解決するしかないだ

ろう。 

しかし、経済状況の悪化によって、やむを得ず失業する場合もあるだろう。そこで機

能するのが失業保険制度である。失業保険に入っている限り、次の仕事を探す間の

生活はある程度保障される。この段階で、再び労働市場に復帰できれば、例え、失業

保険受給期間中に貧困線以下に陥っても、一時的な非常事態ということで、大きな問

題にはならないだろう。 

 また高齢の貧困者は公的年金の受給権のない人あるいは受給していても最低水準

の受給者が多い。公的年金は制度としては国民皆年金を目指してきたが、経済的な

理由や無知によって十分な保険料払い込みをして来なかった人もある程度いる。そう

いう状況に陥ることのないように、国民年金制度の説明を十分に行い、未納率を減ら

す努力をする必要がある。ただ、国民年金である基礎年金部分は既に税金の投入が

行われており、全額税方式で資金を調達するという選択肢もあり得る。この点につい

ての制度改革は早急に政治的決定を行う必要がある。 

 

(2) 貧困に陥った人の救済策 

 しかし、失業が長引いたり、就労できない健康状態に陥ったり、あるいは自らが蓄え

ていた資産を使い果たしてしまい、それ以上生活が続けられなくなった場合には、生

活保護制度がある。2012 年 7 月時点での生活保護受給者数は 212 万 4669 人、世帯

数は 154 万 9773 世帯である。これは、日本の総人口は 1 億 2779 万人でありその 8%

は 1182 万人、総世帯数は 2011 年で 5036 万世帯、その 8%の 403 万世帯が貧困線以

下にいるとすれば、生活保護受給者は貧困層総数の人口比で 18%、世帯比で 38%に

相当する23。生活保護も、基本的には受給者の経済状況が回復すれば、受給停止と

なり、自立して生活を始めることが期待されるが、生活保護受給者の大半は高齢者

であり、彼らが生活保護受給者から抜け出すことはあまり考えられない。また、若年、

壮年層にとっては生活保護費と最低賃金の逆転現象が起こっているような地域では

就労のインセンティブが低くなっている。ここでは就労して賃金を稼ぐことが十分高い

インセンティブとなるような給付付所得税額控除などの制度設計が必要となる。 

 

(3) 貧困から脱出するための支援 

 ひとたび貧困に陥った人はその状態に止まり、生活保護制度等で支援し続ければ、

その数は累積的に増えていくだろう。しかし、生活保護費にも限度があり、無制限に

支援を続けられる状態にはない。 

望ましい政策としては、貧困者が貧困線から脱出して、新たな貧困者が入ってくる

                                            
23 もう一つよく使われる数字に生活保護利用率という数字があるが、これは生活保護受給者数

を総人口で割ったもので、2011 年時点では利用率は 1.6%と他の先進国に比べて低いとされてい

る。 
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という、循環が生じることであろう。高齢化社会で高齢貧困者が今後増えていくとすれ

ば、若年、壮年層が生活保護制度からはじきだされ、しかも就業もできない状態が生

じる可能性が高まる。ここでは、少なくとも就労できる世代にはジョブ・カード制度など

の職業訓練制度を利用して、就労促進策を進める必要がある。さらには、企業などに

対して雇用促進のための補助金制度なども活用すべきである。 

 

７． おわりに 

 
 1980 年代から見ると所得分配が悪化して、所得格差が広がってきたことは多くの実

証結果が示す通りである。しかし、本章で見たように 2000 年代に入ってからは、不平

等も貧困も大きな変化は見られない。ただ、その内容は大きく変わってきているようで

ある。 
 すなわち、例えば、貧困線以下の所得階層には社会全体の比率から見ればはるか

に多くの高齢者、女性、およびその子供が含まれており、その傾向は増加しているこ

とがわかった。このことからも明らかなように、不平等や貧困の計測は繰り返し行い、

時代とともにその内容が変わってくる点に注意しなければならない。 
 これまでの研究では、所得分配を所与として、それがどのように分配されているか、

あるいは時間とともにどのように分配が変化しているかを見てきた。しかし、所得分配

の研究は本来であれば、労働者の賃金構造や労使間の所得分配の問題、資本所得

と労働所得の取り扱いの問題など、所得の源泉に関する方向に進むべきものであろ

う。これは所得税や資産課税との関連でも重要な研究課題である。 
 
 

STATA コード 

 
以下では本文中に用いた STATA プログラムの抜粋を掲載する。不平等、貧困指標

の標準的なものについてはパッケージになっており、ここではそれを利用している。 
 
 
histogram lnincome, bin(50) normal 
graph save Graph "LognormalIncomeDistribution.gph", replace /*図 3－1*/ 
 
histogram lnincome if year, bin(50) normal by(year) 
graph save Graph "LognormalIncomeDistribution2002-2011.gph", replace  
/*図 3-2*/ 
 
histogram lneqvlrealincome, bin(50) normal 
graph save Graph "LognormalEqvlrealIncome.gph", replace /*図 3-3*/ 
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histogram lneqvlrealincome if year, bin(50) normal by(year) 
graph save Graph "LognormalEqvlrealIncome2002-2011.gph", replace 
/*図 3-4*/ 
 
 
/**elimination of outlier 外れ値の処理 平均+4 標準偏差を超えるものを除外した**/ 
/*drop if income>=mean+4*std=2197.6*/ 
drop if income>=632.3092+4*391.321 
/*5267 observations delated 5267/902354=0.0058 i.e. 0.58% 除外したサンプル

は全体の 0.58%である。*/ 
 
ここで用いた income は名目年間収入と世帯人数の平方根で割って、さらに消費者物

価指数で実質化した実質等価年間収入のいずれかである。 
 
/**inequality measure**/ 
/*you have to obtain inequal and atkinson measure by typing findit inequal in 
command*/ 
/*inequal や atkinson というコマンドもインターネット上でダウンローﾄﾞできる。ｆindit 
inequal とコマンドを打って、適切なプログラムをダウンロードすればよい。*/ 
/*表 3－1 と表３－２*/ 
 
inequal income 
 
inequal income if year==2002 
inequal income if year==2003 
inequal income if year==2004 
inequal income if year==2005 
inequal income if year==2006 
inequal income if year==2007 
inequal income if year==2008 
inequal income if year==2009 
inequal income if year==2010 
inequal income if year==2011 
 
atkinson income, epsilon(0.5) 
atkinson income, epsilon(1) 
atkinson income, epsilon(1.5) 
atkinson income, epsilon(２.0) 
 
/*以下は atkinson を不平等回避度(ε)のパラメータ毎に毎年計算させるコードである

*/ 
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forvalues x = 2002/2011{ 
use FIES201206.dta,clear 
keep if year==`x' 
atkinson income, epsilon(0.5) 
} 
 
forvalues x = 2002/2011{ 
use FIES201206.dta,clear 
keep if year==`x' 
atkinson income, epsilon(1) 
} 
 
forvalues x = 2002/2011{ 
use FIES201206.dta,clear 
keep if year==`x' 
atkinson income, epsilon(1.5) 
} 
 
forvalues x = 2002/2011{ 
use FIES201206.dta,clear 
keep if year==`x' 
atkinson income, epsilon(2.0) 
} 
 
/*ineqdec0 というコマンドもインターネット上でダウンローﾄﾞできる。ｆindit ineqdec0 と

コマンドを打って、適切なプログラムをダウンロードすればよい。*/ 
/**percentile ratio**/ 
ineqdec0 income 
 
forvalues x = 2002/2011{ 
use FIES201206.dta,clear 
keep if year==`x' 
ineqdec0 income  
} 
 
 
/**poverty measures**/ 
/*apoverty というというコマンドもインターネット上でダウンローﾄﾞできる。ｆ indit 
apoverty とコマンドを打って、適切なプログラムをダウンロードすればよい。*/ 
/*表 3－３と表３－４*/ 
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apoverty income, gen(poverty) all   
 
/*以下は apoverty というコマンドを年ごとに実施するためのコードである。*/ 
 
forvalues x=2002/2011{ 
use FIES201206.dta,clear 
keep if year ==`x' 
apoverty income, gen(poverty) all 
} 
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表３－１ 不平等の計測 名目年収（万円） 

 
 
 
 
 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

基本統計
平均 650.474 636.592 630.594 621.006 613.763 611.558 611.840 608.447 594.139 585.360
標準偏差 349.329 334.328 329.754 325.554 333.431 331.236 332.205 330.553 319.441 317.681
最小値 43 47 36 38 38 47 20 37 36 47
最大値 2185 2189 2185 2194 2195 2197 2192 2194 2197 2194
観察数 94187 94412 94381 94348 93635 93268 93295 93371 93249 52941

家計属性
家計主年齢 53.698 53.828 54.133 54.685 55.247 55.613 55.717 55.807 56.207 56.669
家計構成員 3.179 3.180 3.167 3.123 3.094 3.082 3.079 3.081 3.069 3.032
女性家計主(%) 7.56 7.81 7.76 8.29 8.48 8.08 8.36 8.65 9.16 9.56
勤労者数 1.388 1.384 1.374 1.355 1.343 1.336 1.347 1.342 1.331 1.294
15歳以下数 0.622 0.622 0.618 0.591 0.573 0.569 0.573 0.579 0.568 0.553
65歳以上数 0.574 0.580 0.580 0.603 0.630 0.655 0.657 0.658 0.669 0.681
負債保有率(%) 37.095 35.767 35.624 33.181 32.138 32.631 33.414 33.006 33.283 13.929

Inequality Measures
relative mean deviation (RMD) 0.208 0.203 0.202 0.203 0.208 0.208 0.208 0.208 0.206 0.207
coefficient of variation (CＶ) 0.537 0.525 0.523 0.524 0.543 0.542 0.543 0.543 0.538 0.545
standard deviationof logs  (SDL) 0.538 0.514 0.514 0.517 0.528 0.525 0.525 0.524 0.519 0.519
Gini coefficient 0.288 0.281 0.281 0.281 0.288 0.288 0.288 0.288 0.285 0.287
Theil entropy measure 0.133 0.126 0.126 0.126 0.134 0.133 0.133 0.133 0.130 0.133
Theil mean log deviation measure 0.139 0.130 0.129 0.130 0.137 0.136 0.136 0.136 0.133 0.134

epsilon = 0.5 0.066 0.062 0.062 0.062 0.065 0.065 0.065 0.065 0.064 0.065
epsilon = 1.0 0.130 0.122 0.121 0.122 0.128 0.127 0.127 0.127 0.124 0.125
epsilon = 1.5 0.192 0.178 0.178 0.179 0.187 0.185 0.185 0.185 0.182 0.182
epsilon = 2.0 0.252 0.232 0.232 0.234 0.243 0.241 0.241 0.240 0.236 0.236

p90/p10 3.930 3.696 3.713 3.718 3.809 3.808 3.780 3.777 3.743 3.731
p90/p50 1.951 1.930 1.923 1.920 1.994 1.976 1.968 2.000 1.969 1.988
p10/p50 0.497 0.522 0.518 0.516 0.524 0.519 0.521 0.530 0.526 0.533
p75/p25 2.099 2.059 2.067 2.079 2.094 2.086 2.075 2.092 2.066 2.064
p75/p50 1.444 1.431 1.434 1.436 1.467 1.451 1.447 1.467 1.451 1.465
p25/p50 0.688 0.695 0.694 0.691 0.701 0.695 0.697 0.701 0.702 0.710

Atkinson inequality measures of income

percentile ratio



表３－２ 不平等の計測 実質等価年収（万円） 

 
  

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

基本統計
平均 369.422 362.909 359.845 357.602 353.794 352.949 348.371 350.705 346.157 342.748
標準偏差 195.533 188.126 184.752 183.872 187.858 187.136 184.741 184.713 181.703 182.866
最小値 30.015 32.043 25.154 26.790 26.763 32.970 9.699 18.281 25.354 30.531
最大値 1525.160 1541.817 1511.915 1546.179 1542.778 1552.945 1525.641 1541.563 1546.974 1555.351
観察数 94187 94412 94381 94348 93635 93268 93295 93371 93249 52941

家計属性
家計主年齢 53.698 53.828 54.133 54.685 55.247 55.613 55.717 55.807 56.207 56.669
家計構成員 3.179 3.180 3.167 3.123 3.094 3.082 3.079 3.081 3.069 3.032
女性家計主(%) 7.56 7.81 7.76 8.29 8.48 8.08 8.36 8.64 9.16 9.56
勤労者数 1.388 1.384 1.374 1.355 1.343 1.336 1.347 1.342 1.331 1.294
15歳以下数 0.622 0.622 0.618 0.591 0.573 0.569 0.573 0.579 0.568 0.553
65歳以上数 0.574 0.580 0.580 0.603 0.630 0.655 0.657 0.658 0.669 0.681
負債保有率(%) 37.095 35.767 35.624 33.181 32.138 32.631 33.414 33.006 33.283 13.929

Inequality Measures

relative mean deviation (RMD) 0.198 0.194 0.193 0.193 0.197 0.198 0.197 0.197 0.195 0.196
coefficient of variation (CＶ) 0.529 0.518 0.513 0.514 0.531 0.530 0.530 0.527 0.525 0.534
standard deviationof logs  (SDL) 0.510 0.489 0.488 0.489 0.501 0.497 0.497 0.496 0.494 0.493
Gini coefficient 0.278 0.271 0.270 0.269 0.276 0.275 0.275 0.275 0.273 0.274
Theil entropy measure 0.126 0.120 0.118 0.118 0.125 0.124 0.124 0.123 0.122 0.124
Theil mean log deviation measure 0.128 0.120 0.119 0.119 0.125 0.124 0.124 0.123 0.122 0.123

epsilon = 0.5 0.061 0.058 0.057 0.058 0.061 0.060 0.060 0.060 0.059 0.060
epsilon = 1.0 0.120 0.113 0.112 0.112 0.117 0.116 0.116 0.116 0.115 0.116
epsilon = 1.5 0.176 0.164 0.163 0.164 0.171 0.169 0.169 0.169 0.167 0.168
epsilon = 2.0 0.230 0.213 0.212 0.213 0.223 0.219 0.220 0.219 0.217 0.217

p90/p10 3.640 3.482 3.470 3.472 3.554 3.540 3.520 3.518 3.504 3.454
p90/p50 1.926 1.909 1.913 1.899 1.934 1.946 1.930 1.951 1.924 1.938
p10/p50 0.529 0.548 0.551 0.547 0.544 0.550 0.548 0.555 0.549 0.561
p75/p25 1.945 1.911 1.916 1.901 1.922 1.932 1.918 1.925 1.908 1.901
p75/p50 1.406 1.403 1.402 1.402 1.405 1.413 1.408 1.414 1.405 1.411
p25/p50 0.723 0.734 0.732 0.738 0.731 0.731 0.734 0.734 0.736 0.742

Atkinson inequality measures of income

percentile ratio



表３－３ 貧困の計測 名目年収（万円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

家計属性
家計主年齢 60.258 60.257 60.477 60.918 61.211 62.641 62.609 62.628 62.545 63.251
家計構成員 2.562 2.590 2.574 2.527 2.535 2.475 2.526 2.538 2.532 2.528
女性家計主(%) 23.05 23.06 23.61 24.70 25.74 24.79 24.39 26.31 26.48 28.20
勤労者数 0.804 0.861 0.858 0.836 0.839 0.781 0.823 0.826 0.793 0.755
15歳以下数 0.341 0.341 0.338 0.312 0.305 0.252 0.294 0.284 0.297 0.309
65歳以上数 0.887 0.869 0.859 0.882 0.918 0.995 0.998 0.987 0.964 0.978
負債保有率(%) 19.869 20.532 19.815 18.525 17.307 19.202 16.713 18.637 17.784 7.444
観察数 9598 8387 8418 8529 8049 8067 8245 7732 7878 4178

Poverty Measures

The poverty line 287.0 280.5 279.0 275.0 265.5 266.0 266.0 262.5 258.5 251.5
Headcount ratio % 10.104 8.883 8.843 8.942 8.596 8.572 8.720 8.281 8.448 7.892
Extreme poverty headcount ratio % 0.936 0.507 0.522 0.604 0.657 0.573 0.521 0.599 0.571 0.495
Aggregate poverty gap 627,656.00 464,392.50 462,900.00 483,584.00 454,657.50 448,340.00 441,134.00 405,015.00 409,013.00 211,390.00
Per capita poverty gap 6.664 4.919 4.905 5.126 4.856 4.807 4.728 4.338 4.386 3.993
Poverty gap ratio % 2.322 1.754 1.758 1.864 1.829 1.807 1.778 1.652 1.697 1.588
Income gap ratio % 22.979 19.740 19.879 20.843 21.275 21.082 20.386 19.955 20.084 20.118
Watts index 2.962 2.161 2.173 2.321 2.302 2.251 2.207 2.065 2.109 1.972
Index FGT (0.5) * 100 4.459 3.594 3.621 3.754 3.624 3.620 3.616 3.374 3.454 3.216
Index FGT (1.5) * 100 1.344 0.956 0.957 1.033 1.032 1.005 0.976 0.912 0.936 0.877
Index FGT (2.0) * 100 0.837 0.563 0.566 0.619 0.629 0.602 0.580 0.548 0.559 0.523
Index FGT (2.5) * 100 0.551 0.351 0.356 0.393 0.406 0.382 0.366 0.351 0.354 0.331
Index FGT (3.0) * 100 0.378 0.229 0.235 0.261 0.274 0.253 0.242 0.236 0.235 0.219
Index FGT (3.5) * 100 0.268 0.155 0.161 0.179 0.192 0.174 0.166 0.165 0.161 0.150
Index FGT (4.0) * 100 0.194 0.108 0.113 0.127 0.138 0.123 0.118 0.119 0.114 0.106
Index FGT (4.5) * 100 0.144 0.077 0.082 0.092 0.101 0.089 0.086 0.088 0.082 0.077
Index FGT (5.0) * 100 0.109 0.056 0.060 0.068 0.076 0.065 0.064 0.067 0.061 0.057
Clark et al. index (0.10) * 100 2.884 2.112 2.123 2.266 2.244 2.197 2.155 2.015 2.059 1.926
Clark et al. index (0.25) * 100 2.773 2.043 2.052 2.187 2.163 2.121 2.081 1.943 1.989 1.860
Clark et al. index (0.50) * 100 2.605 1.937 1.944 2.068 2.039 2.006 1.969 1.836 1.881 1.760
Clark et al. index (0.75) * 100 2.456 1.841 1.846 1.961 1.928 1.901 1.868 1.739 1.784 1.669
Clark et al. index (0.90) * 100 2.374 1.788 1.792 1.901 1.867 1.844 1.813 1.686 1.731 1.619
Thon index * 100 4.507 3.419 3.427 3.631 3.568 3.524 3.466 3.228 3.313 3.105
Sen index * 100 3.289 2.514 2.509 2.651 2.617 2.565 2.530 2.379 2.439 2.282
Takayama index * 100 2.237 1.695 1.699 1.801 1.772 1.749 1.719 1.602 1.644 1.542



表３－４ 貧困の計測 実質等価年収（万円） 

 

2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

家計属性

家計主年齢 55.917 55.078 55.503 56.332 56.543 57.581 58.226 58.502 57.780 59.499

家計構成員 3.143 3.296 3.301 3.187 3.171 3.132 3.164 3.168 3.202 3.188

女性家計主(%) 22.68 21.53 22.51 24.40 23.39 24.19 27.64 25.04 25.29 26.72

勤労者数 1.076 1.153 1.140 1.127 1.116 1.053 1.120 1.135 1.106 1.042

15歳以下数 0.688 0.780 0.793 0.714 0.686 0.657 0.659 0.637 0.681 0.670

65歳以上数 0.722 0.706 0.690 0.729 0.763 0.807 0.828 0.817 0.765 0.843

負債保有率(%) 24.150 27.501 24.265 23.747 21.902 24.479 22.100 22.703 23.239 8.890

観察数 7909 6698 6668 7045 7077 6671 6837 6466 6773 3532

Poverty Measures

The poverty line 162.289 158.987 158.150 157.214 154.438 153.486 151.573 152.237 150.816 148.241
Headcount ratio % 8.397 7.094 7.065 7.467 7.558 7.153 7.324 6.925 7.263 6.672
Extreme poverty headcount ratio % 0.623 0.253 0.337 0.320 0.468 0.357 0.396 0.389 0.328 0.348
Aggregate poverty gap 279,875.00 207,360.08 206,042.84 217,753.41 222,936.69 203,324.09 201,955.06 193,641.06 199,243.03 105,500.39
Per capita poverty gap 2.971 2.196 2.183 2.308 2.381 2.180 2.165 2.074 2.137 1.993
Poverty gap ratio % 1.831 1.382 1.380 1.468 1.542 1.420 1.428 1.362 1.417 1.344
Income gap ratio % 21.805 19.473 19.539 19.660 20.398 19.858 19.499 19.672 19.505 20.150
Watts index 2.295 1.678 1.690 1.795 1.915 1.738 1.753 1.685 1.734 1.648
Index FGT (0.5) * 100 3.594 2.870 2.860 3.038 3.119 2.924 2.964 2.800 2.922 2.753
Index FGT (1.5) * 100 1.035 0.738 0.745 0.791 0.852 0.768 0.768 0.744 0.766 0.729
Index FGT (2.0) * 100 0.628 0.424 0.434 0.460 0.509 0.447 0.446 0.440 0.446 0.425
Index FGT (2.5) * 100 0.401 0.256 0.267 0.283 0.322 0.275 0.275 0.276 0.274 0.262
Index FGT (3.0) * 100 0.268 0.162 0.172 0.181 0.213 0.176 0.178 0.181 0.176 0.168
Index FGT (3.5) * 100 0.184 0.105 0.115 0.120 0.145 0.117 0.120 0.124 0.117 0.113
Index FGT (4.0) * 100 0.130 0.071 0.079 0.082 0.102 0.080 0.084 0.087 0.080 0.078
Index FGT (4.5) * 100 0.094 0.049 0.055 0.057 0.074 0.056 0.060 0.063 0.056 0.055
Index FGT (5.0) * 100 0.070 0.034 0.040 0.041 0.054 0.040 0.044 0.047 0.040 0.040
Clark et al. index (0.10) * 100 2.239 1.643 1.653 1.757 1.870 1.700 1.714 1.646 1.697 1.612
Clark et al. index (0.25) * 100 2.160 1.593 1.601 1.701 1.806 1.647 1.658 1.591 1.643 1.561
Clark et al. index (0.50) * 100 2.039 1.516 1.520 1.616 1.709 1.564 1.574 1.507 1.560 1.482
Clark et al. index (0.75) * 100 1.930 1.446 1.447 1.539 1.621 1.489 1.497 1.431 1.485 1.410
Clark et al. index (0.90) * 100 1.869 1.407 1.406 1.496 1.573 1.447 1.455 1.389 1.443 1.370
Thon index * 100 3.573 2.706 2.705 2.873 3.017 2.782 2.796 2.671 2.775 2.636
Sen index * 100 2.599 1.963 1.972 2.092 2.208 2.020 2.035 1.958 2.029 1.903
Takayama index * 100 1.774 1.343 1.343 1.426 1.499 1.381 1.388 1.327 1.378 1.310



図 3－1 家計名目年収のヒストグラム 2002－2011 年 
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図 3－2 家計名目年収のヒストグラム 2002－2011 各年 
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図 3－3 家計実質等価年収のヒストグラム 2002－2011 年（プール） 
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図 3－4 家計実質等価年収のヒストグラム 2002－2011 各年 
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